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はじめに
筆者は，戦後の女性の大学教育の確立について，その政策形成過程を明らかにするとともに，共学
と別学の 2 系統で成立した点が歴史的特徴であったとの視点から，旧高等教育機関の共学化の実際及
び女子大学の設立過程や実態を究明する研究を構想している。本論文はその研究の一つとして，旧制
女子薬学専門学校（以下，適宜女子薬専と略記する）が 1949，50 年に新制大学に転換 1 した際に 7
校中 4 校が共学を選択し，他の専門分野よりも共学化の割合が高かった事実に着目し，その選択の背
景や論理などを明らかにするものである。
戦前には男女別学政策が厳格に実施されていたが 2，戦後は日本国憲法で男女平等が規定され，ま
た 1947 年の教育基本法で男女共学が認められ，その政策は撤廃された。そして，高等教育段階の共
学・別学の選択は設置者や個別学校の意志によるものとされていた。
1950 年まで設けられた新制大学を共学・別学の点からみると，旧男子系高等教育機関では，一部
が男子大学となった 3 以外は，ほとんどが共学大学となった。一方，旧女子専門学校（以下適宜「女
専」等と略記する）や女子高等師範学校（以下適宜「女高師」と略記する）の転換状況は男子系の場
合とは異なり，48 年から 50 年までに新制大学になった旧女専 41 校中 10 校が共学校，31 校が別学校
となり 4，さらに女高師の場合は 3 校中 1 校が共学校に，2 校が別学校になった。この他，旧女専の
中には短期大学に転換したものも 53 校を数えた 5。
旧女子高等教育機関の新制大学への転換については，公立・私立といった設置主体別や専門分野別
に検討すると，その特徴がより明確になる。まず 1950 年の状況を設置主体別にみると，公立女専の
場合は共学が 5 校，別学が 4 校であり，私立女専は共学が 6 校（東邦大学の母体は二つの女専），別
学が 27 校（聖心女子大学の 1 分校は除く）であった。また専門分野の違いでみると，本論で考察す
る女子薬専では 7 校中 4 校が共学，3 校が別学を選択したのに対して，文学・家政系の私立女専は 23
校すべてが別学を選択した。このように，薬学系女専の大学転換状況は家政系・文学系女専のそれと
は著しく異なっていたのであった。
以上のように，旧制女子高等教育機関の共学化・別学化には様々なケースがあったのであり，その
背景や論理を探ることにより，成立期の女性の大学教育の特徴が明らかになると考える。さらにこの
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課題は，その後の女性の大学教育の展開を探る上でも，重要な研究として位置づくといえよう。
本論文に関係した先行研究をみると，まず女子大学の設立をめぐる政策的動向について CIE の動
きを中心に考察した上村千賀子の研究や，女子大学の特徴を家政学系学部・学科の設立に着目して考
察した野坂尊子の研究がある 6。さらに，高等教育の共学・別学については，黒川千佳子の論考があ
る 7。また，筆者は医学女専の旧制大学への転換に際しての共学・別学の選択，公立女専の共学・別
学の選択について考察している 8。しかし，旧女子薬専の大学転換に焦点をあてた研究は管見の限り
見当たらず，個別学校の沿革史に記述されているに過ぎない。
以上の研究状況を踏まえ，本論文では，1950 年までの旧女子薬専の大学転換を共学・別学の観点
から考察し，その選択の背景や論理はどのようなものであったのかを明らかにする。その際，女子大
学を選択した大学に，性別役割論に基づく特性教育的要素は存在したのか否かにも着目したい。さら
には，共学大学となりながらも男女の分離教育という特殊な形態をとった東京薬科大学について，そ
の背景や運用の実態を探りたい。このような研究の積み重ねにより，戦後教育改革期における大学設
立時の共学・別学選択の論理と実態を明確にできると考える。なお，本論文では，旧薬学女専の共学
化，別学化に焦点をあてて考察することから，個別大学の設立過程及び教員の異動などについては特
に触れないこととする。
1．薬科大学設立をめぐる動向と旧女子薬学専門学校
女子薬専の大学転換を考察する前提として，戦前と戦後に分けて薬学教育をめぐる動向を概観して
おきたい。
まず，戦前の薬学教育と薬学研究について概観すると，薬剤師養成のための教育は官公私立の薬学
専門学校が担い，薬学研究は東京帝大医学部薬学科及び 1939 年設立の京都帝大の医学部薬学科に限
られ 9，両者は明確に分離されていた。
本論文で対象とする女性のための薬学専門学校は，主に女性薬剤師を育成するものであり，表 1 に
示すように，女子薬専が設立されたのは 1925 年からであった。そして，女子薬専は戦前の女性の専
門教育における一角を占めており，35 年の時点でみると，女子薬専（医学・薬学専門学校や専門学
校女子部を含む）は 7 校設けられ，また女専全体の本科在籍者の中では家政・裁縫学科の 32.3% に次
いで 22.6% を占め，文学科の 15.4% を上回る状況であった 10。女性の薬学教育進展の背景について，
天野正子は直接的には薬剤師に対する需要の増大や，25 年の薬剤師法改正で専門学校卒業者に対す
る薬剤師免許の無試験授与があったとしつつ，より重要な要因として，女性のもつ精緻さが薬剤を扱
うのに適している，家庭を営む傍ら女性が従事できる職業，と理解されていたことを指摘している11。
次に，戦後の薬学教育をめぐる状況を記すと，1946 年 6 月，日本薬剤師会は薬学教育の当面の問
題点を検討する目的で薬学教育審議会を結成した。また，47 年 7 月 24 日には全国薬学専門学校長会
議が開催され，すべての薬育機関は新制大学にすることなどを確認した 12。さらに，9 月 15 日に薬
学教育審議会（その後薬学教育委員会に名称変更）は薬学教育の教育課程を決定した。そして，大学
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基準協会は，薬学教育委員会委員や医学関係者を委員として，上記案を参考にして「薬学教育基準」
を作成し，薬学系大学の設立審査はこの基準に基づいて行われることとなった 13。この他，48 年 7
月公布の薬事法では，薬剤師の国家試験の受験資格が「大学において，薬学の正規の課程を修めて卒
業した者」と定められ 14，薬学専門学校は大学への転換が迫られることになった。
この他，薬学教育をめぐる動きとしては，1949 年 7 月 1 日にアメリカ薬剤師会使節団が来日し，7
月 31 日に GHQ に報告書を提出している 15。報告書では医薬分業を強調するとともに，薬育の水準
向を提案している。
上述のような過程を経て，新制大学としての薬学部や医学部薬学科の設置は 1949 年から始まった
が，ここで 51 年時点の薬科大学や薬学部の設置状況を概観しておきたい 16。国立大学では旧官立薬
学専門学校や医科大学附属薬学専門部などを母体にして 5 校に薬学部が，その他旧帝国大学 4 校に医
学部薬学科が設けられていた。また公私立薬科大学としては，旧薬専を母体にして公立 2 校，私立
10 校が設けられていた。このように，51 年時点で薬学部が 17 校に，医学部薬学科が 4 校に置かれ
ていた。
次に，旧女子薬専に限定して新制大学への転換状況を 1950 年の時点でまとめると表 1 のように
なる。
表 1 に示すように，旧女子薬専の大学転換時に共学校として発足したのは大阪薬科大学・東邦薬科
大学・東京薬科大学・明治薬科大学の 4 校で，また女子大学として発足したのは共立薬科大学・昭和
女子薬科大学・神戸女子薬科大学の 3 校である。しかし，後述するように共学校中，東京薬科大学と
明治薬科大学の 2 校が男女の分離教育を構想したことは注目すべき事実であった。
なお，1945 年 3 月設立の私立静岡女子薬学専門学校は 48 年 8 月に大学設立認可を申請したが認可
されず，50 年に共学化 17 して静岡薬学専門学校となり，さらに 51 年 10 月には再度静岡薬科大学の
設立認可申請し，認可には至らなかった。また，財政難のために 52 年には静岡県に移管され，結局
53 年 3 月に共学の静岡薬科大学として設立認可されている 18。静岡薬科大学は本論文の対象時期以
表 1　旧制女子薬学専門学校の大学転換状況（1949・1950 年）
旧制校名（設立年） 設立時の校名（設立年）共学・別学 備　　　考
帝国女子薬学専門学校（1925） 大阪薬科大学（1950）：共学 1949 年に専門学校を共学化
共立女子薬学専門学校（1930） 共立薬科大学（1949）：別学 1996 年に学部を共学化　※A
昭和女子薬学専門学校（1930） 昭和女子薬科大学（1949）：別学 1950 年に昭和薬科大学
東京女子薬学専門学校（1930） 明治薬科大学田無校（1950※B）：共学 1950 年明治薬科大学と合併
帝国女子医学薬学専門学校（1930※C） 東邦薬科大学（1949）：共学 1951 年に東邦大学薬学部に
東京薬学専門学校女子部（1931） 東京薬科大学（1949）：共学 東京薬科専と合併
神戸女子薬学専門学校（1932） 神戸女子薬科大学（1950）：別学 1994 年に共学化
※ A：2007 年から慶應義塾大学薬学部に。※B：女子部の大学転換の年次。※C：薬学科の設立年。各大学沿革史
などから作成。
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降に設立されていることから，同大学については本論文の考察対象から除くことにしたい。
以下，1950 年まで時期の女子薬専から薬科大学への転換について，共学校・別学校に分けてその
背景や論理，さらには実態の一端を検討する。
2．共学化した旧女子薬学専門学校とその背景
（1）東邦薬科大学（東邦大学薬学部）
東邦薬科大学の共学化には，同一財団法人が設けていた東邦医科大学の共学化が大きく影響してい
た。すなわち，帝国女子医学薬学専門学校の医学科は，GHQ の PHW（公衆衛生福祉局）の医学教
育の改革方針の下で 1947 年 6 月に旧制大学となり，予科を設けた 19。この時，男女共学とし，また
「帝国」の校名は戦後社会にふさわしくないとして「東邦」医科大学と改めている。その後 49 年には，
同医学薬学専門学校の薬学科も新学制の下で共学の東邦薬科大学となり，さらに 50 年には帝国女子
理科専門学校を母体として共学の東邦大学理学部を設けた。そして，51 年にこれら 3 大学は統合し
て東邦大学となり，52 年に新制の医学部が設けられるとともにそれぞれ医学部・薬学部・理学部と
なっている。このように同大学の3学部はいずれも旧制女専からの転換に際して共学を選択しており，
私立女専としては他に類をみない重要な事実といえる。
東邦薬科大学の共学化の理由を検討すると，同大学設立認可申請書には特に共学とする理由は記さ
れておらず，また東邦大学沿革史にも共学化の理由は記されていない。既に医学部を共学化していた
ために，特にこの点に触れなかったものと考えられるが，本論文では医学部の共学化の背景を検討す
ることにより薬学部共学化の理由を推察したい。
1947 年 2 月 21 日の旧制東邦医科大学の設立認可申請書では，「時局の趨勢に順応」して「女子専
門学校を男女共学の大学に改め」るとし，共学とすることを明確に示している 20。「時局の趨勢」に
ついては特に説明されていないが，大学創設 8 年後に刊行された同大学沿革史では，共学化の理由と
して，戦後の「婦人参政権実現」「男女同権」といった時代状況の下で共学化により同校を発展させ
たいという理念的側面と，医学教育の修業年限の延長が女性の結婚適齢期の問題と絡み，入学者確保
が困難と予想されたという現実的側面，の二つがあったと記している 21。このような医科大学の共学
化が，同一法人が経営する薬科大学の共学化，さらには理学部の共学化をもたらしたとみることがで
きよう。
なお，薬事関係の専門紙である『薬事日報』の新制薬科大学紹介欄では，東邦薬科大学の募集人員
は 80 人で共学と記されている 22。そして，文部省の統計でも 49 年 7 月現在で女性 20 人，男性 60 人
の在籍が確認できる 23。
（2）東京薬科大学　
東京薬科大学は共学大学でありながらも，組織を男子部と女子部に分けて男女分離教育を実施した
点に特徴があった。分離教育にした背景には，同一財団法人内に東京薬学専門学校と同校女子部とい
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う男女別の薬専が設けられていたことがあった。なお，一つの法人が男女別の高等教育機関を設けて
いた理由は戦前の男女分離教育政策によるものであり，後述する明薬学園のほか，明治大学・同志
社・青山学院などでも旧学制の下で男女別の高等教育機関を設けていた点を確認しておきたい 24。
東京薬科大学の設立認可申請書は 1948 年 7 月 27 日に提出されたが，同申請書中で「学部・学科の
組織」は「薬学一学部で男子部と女子部の組に分ける」とされ，その理由としては「男女共学の教育
方針であるが男女の生活様式の差異を考へ且従来の設備を其侭使用し得る点を考へ組を分けて教授す
る」と説明されている 25。一つの薬学部を「男子部ト女子部」に分ける点は，学則第 2 条にも明記さ
れている。また，学科課程に男女の別は設けられず，学生定員は両部ともに 80 人であった。
このような同校の方針に関して，大学設置の適否を審査した大学設置委員会の報告書や文部省の認
可関係文書中に特段の意見は確認できず，わずかに設置委員会報告書中の「設置条件」として「体育
に関する施設特に女子部のそれも出来るだけ早く整備拡充すること」26 といった条件が記されている
だけである。
大学における男女分離教育に対する大学設置委員会や文部省の判断の根拠は，男女共学を規定した
教育基本法第 5 条は共学を強制するものではなく，共学の実施を妨げることを禁止したものという解
釈にあり，「男女の特性」によるものであれば，「男女別の学校も認められるという立場」をとってい
たことによると考えられる 27。具体的には，1947 年 3 月の貴族院教育基本法特別委員会で学校教育
局長日高第四郎は，義務教育では原則共学としつつ，男女を入学させた場合でも，クラスを別にした
り，同一時間に男女別に授業したりすることは「学校長竝に父兄其の他の地方の意見」に委ねるな
ど，「裁量の自由」の余地を残すつもりと発言していた 28。この発言は，共学・別学に対する「学校長」
や「地方」の自由を確認する質問に答えたものであるが，このような判断により東京薬科大学の分離
教育が認められたものと推察される。
同大学が男女別の部を設けた最大の理由は，上でも触れたように，法人が男女別の薬専を設け，校
地がそれぞれ新宿区柏木と台東区上野桜木町に分かれ，さらには教員や施設・設備もそれぞれが十分
に備わっていたことにあった。しかし設立認可申請書で「男女の生活様式の差異」を考慮したと説明
している点 29 が注目され，大学教育でも女性の特性や社会的役割に一定の配慮が必要と考えられて
いたと理解することができる。
男女分離の教育組織となった背景や実態をやや詳しく検討すると，同大学沿革史は「教職員の一部
は，教育，研究を実施する上で，従来の伝統を無視してまで，男子部，女子部の両組織を統一する必
要を感ぜず」30 という状況であったと記している。さらに，教育の実際については，両部合同の学園
祭，夏期植物採集における合同行事など，「課外においては盛んに交流し」，男女が共に活動したもの
の，「正規の教育面」では「両部の教課課程も教授陣も従来と異なることなく，組織的な統一は行な
われなかった」と記している。また，大学運営などについて「本学は一つの大学として組織された
が，事実上は二つの大学のように機能し，教学上，経営上，時に混乱のもととなり，時に有効性を発
揮するなど，種々の問題を内蔵」した，と功罪両面があった点を指摘している。1949 年 7 月の時点で，
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同大学には 54 人の女性，150 人の男性が在籍している 31。
その後，理事会は男子部を第一薬学部，女子部を第二薬学部とすることを構想し，1956 年 11 月に
学部設置認可申請書を作成し，文部当局と協議を始めた。しかし，学部増設は「取扱いが厳しく」，
同案は文部省の容認を得られず，翌 57 年 2 月 18 日に申請書を取り下げている 32。
なお，同大学薬学部では 1976 年に八王子キャンパスに移転した後も男子部，女子部に分かれて教
育が行われているが 33，大学教育の在り方として他に例をみない形態といえる。
（3）明治薬科大学
明治薬科大学の母体となったのは，財団法人明薬学園が設ける男子の明治薬専と東京女子薬専であ
り，両校の統合には紆余曲折があったが，戦後の「時流」に合わせて共学大学として発足したとされ
ている 34。
1948 年 7 月，法人明薬学園では二つの薬専を統合する形で明治薬科大学の設立認可書を提出した
が，薬学部の組織は第一部（男子）と第二部（女子）に分けられ，第一部は明治薬専校地の東京都世
田谷区野沢町に，第二部は東京女子薬専校地の東京都北多摩郡田無町に置く構想であった。なお，こ
の時の認可申請書では，「目的及使命」に特に男女についての字句はみられず，また定員は一部・二
部ともに 160 人であった。
しかし，審査にあたった大学設置委員会では，設置条件として「二部制を改め一学部となし入学学
生定員を一二〇名以内とすること」を求め 35，結局 1949 年には第一部だけの明治薬科大学が認可さ
れた。第二部が認められなかった理由は，女専は校舎が空襲により焼失し，46 年に渋谷から田無に
移転したばかりで 36，その施設・設備が不十分なためであった。認可結果について同法人では，第二
部は「大学としての設備未だ充分ならざる」ために第一部だけの大学となり，東京女子薬専はやむを
得ず専門学校のまま存続させたと説明している 37。このようにして，49 年度は第一部だけの共学の
明治薬科大学として発足した。
なお，同大学の 1949 年度の募集人員は 120 人（男女）と報じられ 38，49 年 7 月の時点で女性 2 人，
男性 106 人が在籍している 39。
1949 年 8 月 23 日，同法人では女子薬専の問題を 40 人の学生定員増として解決することとし，定
員増を認可申請した。その理由として，薬剤師国家試験の受験資格を大学修了者とする「薬事法」の
規定により東京女子薬専は大学への転換か廃校かの選択を迫られたため，同校を明治薬科大学に併合
させて「田無校舎」とし，「当分の間教養教室の一部」に使用すると説明している 40。この田無校は
50 年に発足し，共学の形をとったとされている 41。
なお，男女別の教育組織が東京薬科大学の場合は認められ，明治薬科大学のそれが認められなかっ
た理由は，大学設置委員会が男女別組織を問題とした形跡は無く，1948 年の認可申請時に二部の施
設が大学設置基準に照らして不十分だったためと考えられる。
その後，同大学では 1957 年に世田谷校を製薬学科，田無校を厚生薬学科に変更し，現在はそれぞ
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れを薬学科（6 年）と生命創薬学科（4 年）の組織としている。
（4）大阪薬科大学
大阪薬科大学は，1949 年に専門学校段階で共学化し，翌 50 年設立の大学でも共学を実施した。
大阪女子薬学専門学校の大学転換の準備は 1948 年の夏前から始められ，7 月 31 日に「大阪薬業大
学」の設立を認可申請した。これを審査した大学設置委員会では，49 年度からの大学開設は「不可」
と決定している。その理由は「設置者が維持経営困難の為二十四年度より開校の意志なし」「大阪市
へ移管の準備中の為昭和二十四年四月大学を開設することは認め難い」というものであった 42。
その後同校内部では，「大阪市への移管を図ろうとする経営陣」と「一年遅れで独自の大学昇格を
期そうとする」卒業生・父兄会代表などとの間で意見の対立があった，とされている。最終的には法
人組織と経営面の態勢整備を急ぐこととし，49 年度は「男女共学の専門学校に移行して大学昇格に
備え」，校名を帝国薬学専門学校とした 43。共学化の理由は沿革史でも明確にされていないが，学生
募集の観点が主な理由であったと推察される。
同専門学校では，共学化に伴って寄附行為と学則の改正を行い，寄附行為では第一条「女子ニ須要
ナル学術技芸ヲ教授シ」「女子薬剤師ノ養成ヲ目的トス」との部分を，「教育基本法及ビ学校教育法ニ
基キ薬学ヲ教授シ」「人格ヲ陶冶」すると改め，さらに法人名称からも「女子」の字句を削除している。
また学則でも，校名や入学資格などを改正した 44。
同校では改めて大学設立を試み，1949 年 9 月 10 日に「大阪薬科大学」の設立認可を申請し，50 年
2 月 20 日付けで設立が認められている。この申請書では特に共学とする旨の文言は記されていない
が 45，50 年に共学の薬科大学として発足した。このように，同校は専門学校段階で共学化し，それ
を大学設立時にも引き継いだのであった。
以上，共学化した薬科大学の設立背景を検討してきた。共学化は，男女の薬専を統合した場合と，
単独で転換した場合に大別でき，それぞれ 2 校ずつであった。前者の場合，大学内で男女の分離の教
育・運営を志向していた点が特徴であり，その理由としては，同一財団法人設立の男女の旧薬専が個
別に教員や施設・設備を備えていたこと，校地が男女別に分かれていたこと，さらには別学の「伝
統」，などを指摘できる。特に，東京薬科大学の場合は実際に男女分離教育が行われ，現在まで継続
されている点は大学教育においては他に例をみない事例である。一方，単独で共学の薬科大学となっ
た大学は主に入学者確保の観点，すなわち経営的観点から共学化を選択したが，東邦薬学大学ではそ
れに加えて戦後の民主社会における女性の地位向上を共学化の理由としていた点が注目される。ま
た，以上の 4 薬科大学では女性在学者は少なかったが，設立時には実態面でも共学であったことが確
認できる。
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3．別学化した旧女子薬科専門学校とその背景
（1）共立薬科大学
共立薬科大学は，1930 年創立の共立女子薬学専門学校を母体として 49 年に女子大学として設立さ
れた。 
『共立薬科大学四十年史』によれば，新学制への対応に際し，大学への転換と男女共学の「二つの
大問題」が生じ，この 2 点について財団法人・教職員・卒業生などの間で討議が重ねられた 46。共学
問題については，「創立者の意志が女子の科学者，女子の薬剤師養成」と「女子の理科系専門教育」
にあったことが支持され，「女子だけ」の教育を行うとの意見が大勢であった。さらに大学への転換
問題については，薬剤師養成のためには「大学昇格が必須」であること，「教授陣の強化，施設の拡
充，殊に敷地や建物の拡大」を大学設置基準に合わせて行う必要があること，そのために「相当の資
金」も必要なこと，などが議論された。この他，修業年限延長となるため結婚年齢面で「制限」のあ
る女性に限定すると志願者確保が懸念される，などの意見も出たが，結局「万難を排して薬学の単科
大学」を設けることで一致している。
しかし校名からは女子を削除し，「共立薬科大学」として認可申請することに決定した。その理由
は，①女性だけで志願者を満たすことへの懸念，②男性と同様の薬学教育をすること，③「万一男女
共学」にする必要が生じた場合を「考慮」したこと，にあった 47。
同校は，1948 年 7 月 30 日に設立認可申請を行ったが，校名に「女子」を付さなかったためか，申
請書には女性の教育機関であることや，後述する昭和女子薬科大学のような女性の特性についての記
述は特にみられない 48。翌年 2 月 21 日付で同大学の設立が認可された。
同大学では入学者の確保が懸念されていたが，戦後の「経済事情の逼迫と，女子は大学までやらな
くてもよいという古い観念も手伝」い，初年度は志願者も定員 80 人を「はるかに下廻る」40 人に過
ぎず，経営が成立つかどうかが危ぶまれた 49。しかし，「二回生からは入学志願者数も増加し」「女子
のみで充分やってゆける」自信ができ，さらにその後は「女子のみの教育がかえって希少価値」とな
り「優秀な学生」が集まるようになったと記し，1970 年発行の同大学沿革史は女子大学であること
を評価している 50。
その後，同大学は 1986 年 4 月に共学の大学院修士課程を設置し，88 年 4 月には共学の博士後期課
程を設置し，最終的に 96 年 4 月には学部を共学化した。そして，2007 年に慶應義塾大学に統合し，
同大学薬学部となっている。
（2）神戸女子薬科大学
神戸女子薬科大学は，1932 年創立の神戸女子薬学専門学校を母体にして，50 年に設立された。
1948 年 3 月の神戸女子薬専の教授会では，大学への転換を前提として共学問題をめぐって活発な
議論を展開した。共学・別学をめぐる議論を記述する沿革史は数少ないことから，同校教授会におけ
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る議論に着目する（表 2）51。
同校教授会における主な共学賛成論は，やや女性蔑視のニュアンスを含みつつ，①女性の婚期の関
係からの学生募集の困難さ，②優秀な薬学研究者の育成，③保護者からの寄付金獲得の観点，などに
あったといえよう。一方の共学反対論としては，賛成論の②の逆の観点からの学生の質の低下問題，
男子学生受け入れのための設備整備の財政問題，が指摘されていた。さらに同校教授会では，兵庫県
立医科大学との合併問題も議論され，「入学者の質では不利とならない」，合併では「母校の喪失」に
なるなどの意見が出されている。
同校にとって女子大学か共学大学かの選択は「その存在意義や伝統とも関わる重大問題」であり，
さらには共学化するためには校舎・設備の改善，運動場の整備など財政面の課題も存在した 52。この
ような問題に直面した当時の校長は，「合併すれば当然男女共学になる，これは創立の精神に反す
る」，さらには卒業生の母校がなくなると考え，単独で女子大学となる途を選択したとされている 53。
このような経過を経て，同校では 1948 年 7 月 25 日に神戸女子薬科大学の設置認可を申請した。申
請書中の「目的及使命」では，「優秀なる薬剤師を養成し国民の健康福祉衛生に貢献」するとともに，
「特に女子はその専攻せる薬学を家庭に応用して家庭衛生育児並びに子弟の科学教育に役立」たせる
と記している 54。ここでは，薬学教育を女性の家庭的役割の遂行にも役立たせたいとの意向を示して
いる点が着目される。同大学の設立は 49 年 2 月 21 日付で設置認可された。
同大学に関して注目される点として，法人名からは「女子」を削除したことがあった。すなわち，
同大学を経営する法人では 1948 年 7 月 13 日に寄附行為変更を申請し，名称を「財団法人神戸薬科大
学」とした。さらに，法人の目的からも「女子」や「婦徳の涵養」といった字句を削除し，「教育基
本法及学校教育法により薬学教育を授け並に人格を陶冶する」と変更している。この措置は，大学へ
の転換に備えたものであったが，認可申請書の大学名には女子が付されていた。このように，法人名
と校名が異なることに対して，文部省から「財団名を神戸薬科大学とするのか女子が入るのか」との
問い合わせがあり，同校では 49 年 4 月 22 日付の返書で「他日男女共学の場合再び寄附行為改正の煩
を慮り単に神戸薬科大学と称します」と回答している 55。
同大学は 1950 年 4 月に開校したが，最初の入学者は 80 人で，120 人の入学定員を下回った 56。し
かし，その後は入学者も増加し，93 年まで女子薬科大学を継続させたが，94 年になって共学化に踏
表 2　神戸女子薬学専門学校教授会における共学賛成論と反対論
共学賛成論 共学反対論
◦全国的に女子薬育機関が過剰である
◦インターンも加わると修業年限が女子に対し長期に過ぎる
◦優秀な女子は共学校を志願するであろう
◦男子を採れば研究面で有力な助手を得られる
◦男子の方が教え甲斐がある
◦男子の方が父兄からの後援を得やすい
◦ 共学にしても優秀な男子は来ないので質低下
の恐れがある。
◦ 男子受け入れのための設備改造（特に運動
場）の困難さ
松尾恒雄『時代の反照』200，201 頁より作成。
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み切った 57。
本論文の考察の時期からは外れるが，同女子大学の共学化の理由を確認すると，1992 年に学長は
共学化の方針を示し 58，その理由として①時代の進展に伴って「女子のみに教育する理由が希薄」で
ある，②「男子にも開放」することで教育研究面の「活性化が期待」できる，③ 18 歳人口の減少に伴っ
て「優秀な学生を確保」する必要がある，④薬学教育の年限が 6 年に延長が予想される中で女子大学
のままでは存立基盤に「重大な影響」を受ける，などをあげていた。このような共学化の理由は，上
述の 48 年 3 月の神戸女子薬専の教授会で学生確保や研究の活性化などの面からなされた共学支持論
に加えて，18 歳人口の減少や薬学教育の 6 年制への年限延長など，90 年代になって生じた問題が複
合したものと捉えることができる。さらには，同大学での議論の中で，男女雇用機会均等法の施行に
みられるような女性をめぐる社会状況の変化が，共学化の理由にあげられていたことも確認しておき
たい。
（3）昭和女子薬科大学
昭和女子薬科大学は，昭和女子薬学専門学校（1930 年創立）を母体として 1949 年に女子大学となっ
たが，早くも翌 50 年に共学化した点で注目される。
『昭和薬科大学四十年史』には，創設時に女子大学とした理由は特に記されていない。しかし，48
年 7 月 30 日の認可申請書には女子大学としての特徴が明確に記され，その「目的及使命」では女性
薬剤師を育成するとともに，「薬学教育の本質に鑑み家庭生活の科学化，育児の合理化，更に子女の
自然科学的良識を深め」たいとしている 58。また，学則第 1 条の目的規定でも上記のような女性の家
庭的役割に即した能力の育成を強調している。さらに，「将来の計画」としても，「薬剤師であると仝
時に一家の主婦であり母となる関係上薬学の専門たる自然科目を基盤として一家の調ひある経営合理
化と幼児の教育に必要なる教養科目」を設けたいと記しており，少なくとも創設時には女性の特性的
な能力の育成を強調していた。
同大学の最初の入学試験は 1949 年 5 月 25 日に実施されたが，定員 80 人に対して「入学許可者」
は僅かに 12 人に過ぎなかった。同沿革史は，「こうした実状」を受け男女共学は「時代の要請」であ
ると同時に，財政的にも「本学にとっては切実な問題でもあった」と記している 59。このような状況
の下で，理事会は 49 年 10 月 8 日に学校名称変更などについて議論し，校名を昭和薬科大学とし，共
学化することを決めている。このように，同大学は別学大学として発足したが，入学者難のため早く
も翌年には共学大学と改めることとした。
すなわち，同校では校名変更と「目的及使命」の変更を 1949 年 12 月 28 日付で申請し，翌 50 年 2
月 8 日に認可された。「学校名称変更趣意書」では，校名を昭和薬科大学とする理由について「時勢
の進運に伴ひ」「進んで男女共学の下に広く人材を本学に吸収する」60 と説明している。「広く人材を
吸収する」という点に，入学者難から共学化するという理由の一端が示されているといえよう。また，
「目的及使命」についても変更され，上記の「家庭生活の科学化，育児の合理化」などの部分が削除
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されている。このようにして同校は昭和薬科大学と改称したが，これは女子大学が共学化した最も早
い事例として注目される。
以上，別学を選択した薬科大学について考察してきたが，創設時における別学化の最大の背景は旧
女子薬専が単独校として存在し，女性だけを教育してきた「伝統」にあった。また，昭和女子薬科大
学や神戸女子薬科大学のように，薬学教育であっても理念に女性の家庭的役割を強調していた点も確
認できる。
女子薬科大学の設立後の動向をみると，とりわけ学生募集の観点から設立の翌 1950 年に共学化し
た昭和女子薬科大学が注目される。さらに，神戸女子薬学大学は 93 年まで 45 年間，共立薬科大学は
95 年まで 47 年間女子大学として存在したが，その後は共学大学となっている。後者の共学化の理由
は女性だけでは入学者の確保が困難という財政的側面も強かったが，それ以外に 94 年の神戸女子薬
科大学が理由としてあげたように，薬学教育の 6 年制への延長や女性をめぐる時代状況の変化が共学
化を促したといえよう。
おわりに
以上，本論文では戦後教育改革期における女子薬学専門学校の大学転換について，共学化・別学化
の観点から考察した。
薬学教育という専門分野の関係もあり，共学・別学の選択に明確な分岐点が存在したとみることは
できないが，女専が単独で存在した場合は女子大学を選択し，同一法人が男女の薬専を設けていた場
合は統合して共学を選択する傾向がみられた。単独で共学化した大学の場合，新学制による修業年限
延長に伴って女性だけで学生数を確保することが困難という経営的観点が背景にあった。しかし単独
校ではあっても，東邦薬科大学が，学生確保の観点を含みつつも，戦後の女性の地位や役割の変化を
踏まえて共学を選択した点は着目すべき事実であった。
男女の薬専を統合して共学化した大学についてみると，法人の意図としては男女分離の形態を志向
していた点に注目したい。明治薬科大学の場合は分離の構想が実現できずに共学となったが，東京薬
科大学薬学部は現在も男女別の教育・研究を継続しており，現実の大学教育としてはまれな形態と
なっている。
一方，別学選択の最大の理由は女性だけの薬専として存在していた「伝統」にあった。女子薬科大
学の理念面をみると，昭和女子薬科大学と共立薬科大学で女性の家庭的役割の育成が目的として掲
げられていたが，薬学という専門領域の関系からか，全体的には家政学系・文学系女子大学の場合 61
と対比して，特性教育的要素は弱かったとみることができよう。
さらには，女子薬科大学となった大学においても，その後の社会状況の変化や女性だけでは学生募
集が困難なことを理由として，昭和女子薬科大学以外の 2 校も 1995 年までに共学大学と改めたこと
に着目したい。これは全体的な女子大学の共学化の流れに位置づくいえるが，今後の女子大学の方向
を考える上で重要な事実と捉えることができよう。
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最後に，戦後教育改革期における全体的な旧女子高等教育機関の共学・別学選択の中に，薬学女専
の場合を位置づけてみたい。まず医学系の女専の場合をみると，それらは 1946 年に旧制医科大学に
転換したが，共学は 3 校，別学は 3 校であった。また，新制大学への転換では，官立の女高師の場合
は 3 校中共学が 1 校，別学が 2 校で，家政・文学系が主体であった公立女専の場合は共学が 5 校，別
学が 4 校であった。しかし，公立の共学校中 4 校は同一府県内の男子系高等教育機関と合併した結果
の共学であり，旧女専の家政系や文学系の専門分野が共学大学の中に家政学部や家政学科などとして
残された。さらには，既述したように，家政系や文学系の私立女専はすべてが別学を選択した。
こうした全体の流れの中で女子薬専の大学転換を捉えると，共学が 4 校で別学が 3 校であることか
ら共学化の割合が最も高い専門分野であった。しかし，その主な要因は，既述したように，同一法人
内の男女薬専の統合や学生募集の観点に基づくものであり，積極的に共学の意義を説く大学はほぼ確
認できなかった。女子薬専の共学化は，公立女専の共学化の場合 62 と類似しており，設置主体や学
内の事情，さらには自校の新学制への対応が優先された結果もたらされたのであった。積極的な共学
大学化でなかった点は，戦後教育改革期の女専の大学転換の特徴であったといえる。
今後は，本研究を含む旧女子高等教育機関の大学転換についての筆者の考察結果を全体的に統合
し，また旧男子高等教育機関の戦後教育改革期における共学化も含め，大学における共学化，別学化
の総合的研究を行いたい。
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　なお国立国会図書館に所蔵されていない『薬事日報』については，薬事日報社所蔵の原本を閲覧させていただ
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　また，本研究は日本学術振興会の科学研究費補助金（2016 ～ 2018 年度）により進めたものであることも付し
ておきたい。
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